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低下が続く日本の国内生産能力 
今後は経済安保・脱炭素関連等の投資が活発化へ 
 

 

○ 2010年代以降、製造業の国内生産能力は低下傾向が継続。今後も生産能力の低下が続く場合、供

給力の不足を通じて経済成長の制約要因になるほか、経済安全保障上のリスクも高まる 

○ 業種別に見ると、海外生産移転や国内外の生産規模縮小を経験する業種が多いなか、電気機械や

生産用機械は国内を中心に生産能力を強化。特に半導体関連や電池の生産が大幅に増加 

○ 今後は、経済安全保障や脱炭素化の推進、競争力の強化に関する分野での投資増が期待される。

ただし、建設業の人手不足や中小企業の投資余力低下はリスク要因に 

 

１．製造業の国内生産能力は低下傾向 

2010年代以降、製造業の国内生産能力が低下し続けている。図表1は、生産能力指数と海外生産比率

の推移を比較したものだ。生産能力指数は、標準的な操業日数・設備・労働力の状態で生産可能な最

大の国内生産量を示しており、製造業の国内供給力を見るうえで重要な指標である。海外生産比率は、

日本の製造業における国内外全体の売上高のうち、海外売上高の比率を示しており、海外展開の度合

いを見ることができる1。 

2010年度以降の生産能力指数と海外生産比率の動きを細かく確認すると、次の3つの局面に分類する

ことができる。①2011～2014年度にかけては、

国内生産能力が大きく低下する一方で、海外

生産比率が大幅に上昇している。②2014～

2020年度は、国内生産能力・海外生産比率が

ともに緩やかに低下している。③2020～2022

年度は、国内生産能力が低下し、再び海外生

産比率が上昇している。この3つの局面で、国

内生産能力は一貫して低下が続いている。今

後も国内生産能力の低下が継続した場合、製

造業の供給力の低迷を通じて経済成長の抑制

要因になるほか、貿易赤字の拡大により円安

が一段と進展しかねない。また、海外からの

輸入品への依存が強まることで、地政学リス

ク等に脆弱となり、経済安全保障の観点から

図表 1 生産能力指数と海外生産比率 

 
（出所）経済産業省「鉱工業指数」、「海外事業活動基本調査」、

財務省「法人企業統計調査（年次別調査）」より、みずほ

リサーチ＆テクノロジーズ作成 
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も問題が生じやすくなると考えられる。 

こうした問題意識から、日本の製造業の国内生産能力・海外生産比率がどのような業種でなぜ変化

したか分析し、今後の国内投資・生産能力の見通しについて検討する。本稿ではまず、製造業の国内

外における生産動向を確認するため、近年の国内生産能力と海外生産比率の推移を上記の3局面で業

種別（大分類）に分析する。次に、具体的にどういった品目を製造している業種の生産が減少・増加

したか、業種別（中分類）に品目例も示しながら確認し、成長業種をピックアップする。最後に、分

析を踏まえた先行きの設備投資や生産能力について考察する。 

２．業種別にみた国内生産能力・海外生産比率の動き 

本章では、国内生産能力・海外生産比率が1章で分類した3局面においてどのように変化したか分析

し、その背景についても考察する。局面で区切ることで、当時の経済環境や企業の設備投資行動のト

レンドを踏まえて分析することが可能となるためだ。以下の図表2～4では、局面①～③における国内

生産能力・海外生産比率の変化を業種別で散布図にプロットし、4つの象限を「国内外強化」「国内回

帰」「海外生産移転」「国内外縮小」と分類する。 

右上の象限（第一象限）：国内生産能力・海外生産比率ともに上昇。「国内外強化」 

左上の象限（第二象限）：国内生産能力が高まる一方で海外生産比率が低下。「国内回帰」 

左下の象限（第三象限）：国内生産能力・海外生産比率ともに低下。「国内外縮小」 

右下の象限（第四象限）：国内生産能力が低下する一方で海外生産比率が上昇。「海外生産移転」 

（１）局面①：日本経済の 6重苦 

まず、局面①（2011～2014年度）の動きを確認すると（図表2）、生産用機械と電気機械を除くすべ

ての業種が海外生産移転の象限に位置している。この時期の日本経済はいわゆる「6重苦」と呼ばれ、

企業は円高、経済連携協定（EPA）の遅れ、法人

税高、労働市場の硬直性、環境規制、電力不足・

コスト高に苦しんだ（内閣府（2021）の分類を

引用）。特に円高の進展や電気料金の上昇等に

よって、国内生産拠点の魅力が薄れ、多くの業

種で海外移転が進んだと考えられる。なお、実

質実効為替レートが最も円高水準になったのは

2011年度であり、2012年度からは円安方向に転

じた。2012年度や2013年度に海外移転が大きく

進んだのは、為替変動と企業の経営判断や現地

拠点の開設にラグがあったためと考えられる。 

（２）局面②：中国戦略の転換・新興国との

競争激化 

続いて、局面②（2014～2020年度）を見ると

（図表3）、電気機械が国内回帰、生産用機械や

木材紙パルプが国内外強化の象限に位置する一

図表 2 国内生産能力・海外生産比率の変化 

局面①（2011～14年度） 

 

（注） はん用機械はデータ制約の関係で図表3・4のみに掲載 

（出所）経済産業省「鉱工業指数」、「海外事業活動基本調査」、

財務省「法人企業統計調査（年次別調査）」より、みず

ほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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方、多くの業種が国内外縮小の象限に存在している。この要因として、2010年代中盤以降の中国拠点

戦略の転換、日本企業の相対的な競争力低下が考えられる。経済産業省（2024）では、日本の製造業

における現地法人の新規設立・撤退等の件数の推移を示しており、2010年代は中盤にかけて撤退等を

選ぶ企業の数が増加している。中国からの撤退増加について経済産業省（2024）では、2010年代前半

からの日中関係の緊張、2015年の上海株式市場の急落、人民元切り下げ等による中国経済への信認低

下、米中貿易摩擦等の要因を挙げている。日本企業は中国事業のリスクの高まりを受けて戦略を見直

す動きが加速し、海外生産比率が低下した可能性がある。 

加えて、新興国をはじめとする他国との競争激化も要因として挙げられる。金井（2020）では、新

興国でも展開しているインターネット通販サイトにおいて、中国メーカーの家電が日本メーカー対比

で安価である事例（2020年7月時点）を紹介したうえで、中国や韓国のメーカーが低価格な商品を提供

することで中低所得国でのシェアを獲得してきた可能性を指摘している。中国拠点から撤退する企業

が増加したことに加え、新興国とのコスト競争等が激化し、日本企業は国内・国外での生産規模を拡

大できなかった可能性があるだろう。 

（３）局面③：コロナ禍の経済混乱 

最後に局面③（2020～2022年度）を見ると（図表4）、はん用機械等、生産用機械、電気機械は国内

外強化の象限に存在する一方で、その他の多くの業種は海外生産移転の象限に位置している。多くの

業種で国内生産能力が低下している背景には、コロナ禍における日本経済の減速が影響しているとみ

られる。東京商工リサーチの調査「上場メーカー「国内の工場・製造拠点」閉鎖・縮小調査」によれ

ば、コロナ前の2019年に国内工場・製造拠点の閉鎖・縮小を開示した企業は17社・22拠点だったが、

2020年には27社・37拠点、2021年には40社・45拠点に急増した。同調査では、コロナ禍での需要減や

採算の悪化により、拠点閉鎖・縮小が相次いだことを指摘している。一方、海外生産比率が上昇した

図表 3 国内生産能力・海外生産比率の変化 

局面②（2014～20年度） 

図表 4 国内生産能力・海外生産比率の変化 

局面③（2020～22年度） 

   

（注） はん用機械はデータ制約の関係で図表3・4のみに掲載 

（出所）経済産業省「鉱工業指数」、「海外事業活動基本調査」、

財務省「法人企業統計調査（年次別調査）」より、み

ずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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（出所）経済産業省「鉱工業指数」、「海外事業活動基本調査」、

財務省「法人企業統計調査（年次別調査）」より、み

ずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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背景には、世界的なインフレや円安が海外の売上高を押し上げた要因もあると考えられる。国内生産

能力が低下し、海外生産比率が高まっているものの、企業が能動的に海外生産移転を進めたというよ

りは、コロナ禍の経済減速による国内拠点の閉鎖、世界的なインフレ・円安等による海外売上高の上

振れが主要因であり、受動的な現象であったと考えられる。 

（４）局面①～③の総括：生産用機械や電気機械は成長継続 

局面①～③を総じてみれば、生産用機械は一貫して国内外強化の象限に位置しており、積極的な投

資姿勢を維持している。電気機械は局面①・③では国内外強化、局面②では国内回帰の象限に存在し

ており、国内生産拠点を中心に強化していた様子だ。他方、輸送機械や情報通信機械、鉄鋼等の多く

の業種では海外生産移転や国内外縮小といった経路を辿っており、国内生産能力が低下し続けてきた。

では、生産用機械や電気機械では具体的にどういった品目の生産が増加したのだろうか。次の章では、

より細かい業種分類（中分類）の生産動向を分析し、具体的な品目も例示することで、特に注目すべ

き業種を確認する。 

３．半導体関連や電池業種の国内生産が大幅に増加 

本章では、2011～2022年度にかけて国内生産水準の変動が大きかった業種（中分類）を具体的な品

目例も交えながら示し、注目すべき業種を確認する。2011年度から生産指数が取得可能な70業種のう

ち、変動が大きい下位・上位10業種を示したのが図表5・6である。大幅に生産が減少した業種（図表

5）には民生用電子機械（薄型テレビ、デジタルカメラ、カーナビゲーションシステム等）、電子デバ

イス（液晶パネル等）、電子計算機（デスクトップ・ノートPC等）、鋼管等があり、これらは図表2～4

の情報通信機械、鉄鋼に対応する。情報通信機械と鉄鋼はどちらも、「海外生産移転」や「国内外縮小」

を経由しており、国内の生産能力の低下とともに生産水準も落ち込んだことが確認できる。 

他方、生産が大幅に増加した業種（図表6）としては、半導体・FPD（フラットパネルディスプレイ）

図表 5 国内生産が大きく減少した業種 

（2011～22年度） 

図表 6 国内生産が大きく増加した業種 

（2011～22年度） 

  
（注） 生産指数の増加率下位10業種 

（出所）経済産業省「鉱工業指数」より、みずほリサーチ＆

テクノロジーズ作成 

（注） 生産指数の増加率上位10業種 

（出所）経済産業省「鉱工業指数」より、みずほリサーチ＆テ

クノロジーズ作成 
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製造装置や集積回路（ロジック・メモリ半導体集積回路等）、電池（リチウムイオン蓄電池等）が挙げ

られる。図表2～4において生産用機械や電気機械の国内生産能力が高まっているのは、半導体製造装

置や電池の生産能力が拡大していたことが背景とみられる。元山・益子（2024）では、日本の半導体

製造装置メーカーが過去、最先端の製造技術や高水準な品質等を追求し、積極的かつ継続した研究開

発投資を行ってきた事例を紹介している。集積回路の生産増について下野ほか（2019）では、スマー

トフォンのカメラ機能向け集積回路やデータセンター向けのメモリ需要増を指摘している2。また、リ

チウムイオン蓄電池の生産増加について、経済産業省（2020）は米国のEV向けを中心とした輸出需要

の急増を要因に挙げている。半導体関連業種や電池業種では、積極的な投資によって生産能力を高め、

国内外での需要増に対応してきたと考えられる。 

なお、半導体製造装置や集積回路、電池といった業種は、経済安全保障の推進、日本企業の競争力

強化、脱炭素化といった観点からも重視されている。例えば、経済産業省（2023a）が半導体を「産業

の脳」、蓄電池を「産業の心臓」に位置付けているほか、経済産業省（2023b、2023c）は、半導体や蓄

電池の調達を海外に依存しすぎた場合の供給途絶リスク、海外メーカーの台頭に伴う日本企業の競争

力低下を課題点として指摘している。そうした課題に対応するため、政府は半導体や半導体製造装置、

蓄電池事業者等への支援を行っており、半導体や蓄電池の安定供給に資すると判断された投資案件に

は事業規模に応じた助成金が支給され、既に複数の案件が採択されている。また、先端半導体の製造

基盤の確保を目的に、熊本県の半導体生産工場をはじめとした事業には数百～数千億円の大規模な助

成が行われている。既に量産を開始している事業もあるが、多くは今後数年の間に投資を進め、供給

を開始する予定だ。こういった動きは、今後の国内生産能力の拡大に寄与するだろう。 

なお、蓄電池はEVのバッテリー向けに加え、再生可能エネルギー等を蓄電する目的でも利用される

ことから、脱炭素化に向けて活用余地がある。国際協力銀行の「わが国製造業企業の海外事業展開に

関する調査報告―2024年度 海外直接投資アンケート結果（第36回）―」によれば、脱炭素社会・循環

図表 7 製造業の設備投資計画 図表 8 製造業の研究開発計画 

 

 

（注） 大企業。内容は一部抜粋 

（出所）日本政策投資銀行「全国設備投資計画調査（2024年6

月）」より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

（注） 大企業。研究開発費（連結ベース）は、研究開発に関

わる人件費、原材料費、減価償却費、間接費の配賦額

等すべての費用 

（出所）日本政策投資銀行「全国設備投資計画調査（2024年6

月）」より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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社会への移行に向けた取り組みの中で、「成長の機会」として期待する事業分野3について「自動車・蓄

電池」と回答した企業の割合が最も高かった（42.8％、回答数449社）。蓄電池に関連した事業をビジ

ネスチャンスとしてとらえる企業が多い様子だ。 

４．サプライチェーン全体での投資積極化が重要に 

半導体関連・電池業種の国内投資拡大は、その他の多くの業種にとっても重要と考えられる。2024

年度の大企業・製造業の設備投資計画値とその内容（図表7）をみると、EVや電池、半導体関連を中心

に力強い投資が計画されている。自動車や電気機械だけでなく、化学や非鉄金属、鉄鋼等、EVや電池、

半導体を取り巻く周辺産業の設備投資意欲も高い。また、研究開発投資（図表8）についても、各業種

でEVや脱炭素関連の積極的な投資が計画されている。 

近年は国内生産拠点を重視する姿勢も強まっている。「国内生産拠点を重視」と回答した企業の割合

から、「海外生産拠点を重視」を引いた「国内外生産拠点DI」を計算すると（図表9）、2010年代半ばか

ら中盤にかけては大幅マイナス（海外生産拠点重視）だったが、2023年度や2024年度はゼロ近傍での

動きが続いている。これは、国内生産拠点を重視する割合と海外生産拠点を重視する割合が概ね同率

であることを示している。日本国内においては、人口減少に伴う人手不足の一層の深刻化が懸念され

るが、海外の地政学リスク、物流混乱リスク等を背景に、海外生産拠点だけでなく国内生産拠点も重

視する企業の割合が高まったものとみられる。 

国内生産拠点や研究開発に対する投資が進めば、サプライチェーン・経済安全保障上のリスク軽減

につながるほか、日本メーカーの競争力強化にも資するだろう。こうした国内拠点への重視姿勢を踏

まえると、今後、中長期的に設備投資意欲が高まり、これまで続いた生産能力の低下トレンドが転換

する可能性があると考えられる。 

ただし、投資拡大に際して課題もある。1点目

は、建設業の人手不足だ。日本銀行「地域経済報

告」では、「建設業界の人手不足の深刻化を背景に

工事遅延が発生している（紙・パルプ）」、「建設資

材の高騰や人手不足から工期が数年単位で遅延

している点は気がかり（化学）」といったコメント

（一部抜粋）が見られる。建設業界の人手不足等

を一因とした建設費の高騰、工事遅延が生じてい

る様子だ。こうした状況が継続すると、工場の新

設・拡大といった投資を抑制せざるを得なくな

る。今後の建設業では、省力化投資やデジタル投

資の加速による生産性の向上が一層重要となる

だろう。 

2点目は、中小企業の投資余力低下だ。国内の供

給能力拡大・脱炭素化の推進には、大企業だけで

はなく、中小企業を含むサプライチェーン全体が

図表 9 国内外生産拠点ＤＩ 

 

（注） 向こう3年程度で国内生産拠点を強化すると回答した

割合から、海外拠点を強化すると回答した割合を引

いたもの。対象は大企業のうち、国内・海外の両方で

生産活動を行っていると回答した企業。2022年度は

調査対象外 

（出所）日本政策投資銀行「全国設備投資計画調査」より、み

ずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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設備投資を進める必要がある。大企業は収益が拡大する中で積極的な投資を行う余力があっても、中

小企業は大企業対比で人手不足感が強い傾向にあるうえ、人件費や金利上昇が経営を圧迫している。

服部ほか（2024）は、「自然体」での経済状態を前提とした今後の業績シミュレーションを行っている

が、その試算では、中小企業が人件費負担の増加に耐えられず、経常利益が減益になってしまう結果

が示されている。「自然体」での経済状態で中小企業の利益が縮小し続けた場合、大企業の積極的な設

備投資に追随できなくなり、日本全体としての設備投資も腰折れしてしまうことになりかねない。服

部ほか（2024）では、中小企業におけるM&Aや事業承継、デジタル・人的資本投資を積極化していくこ

とで、「投資積極化→生産性向上→賃上げ余地拡大→収益拡大」の好循環に切り替えていくことが重要

と指摘している。政府・金融機関等は、事業承継やM&A、人材戦略・DX支援等を通じて中小企業の稼ぐ

力を強化し、中小企業を含めたサプライチェーン全体として積極的な投資を行えるようサポートして

いく必要がある。 
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1 海外生産比率＝製造業の海外現地法人売上高÷（製造業の国内売上高＋海外現地法人売上高）。 
2 なお、集積回路は情報通信機械に分類される。集積回路の生産は大きく増加したが、それ以上に民生用電子機械等の生産が減

少し、総じてみれば、情報通信機械の国内生産能力は低下した。 
3 設問は、「脱炭素社会・循環経済への移行に向けた取り組みを事業の「成長の機会」としてとらえ、取引先の拡大や新規事業

への参入等を進めるにあたってどのような分野に期待していますか。（複数回答可）」。回答数は大企業 264 社、中堅・中小企業

185 社。 
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